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1.　CSRの国際的進展とわが国
におけるCSR報告書の普及
1.1.　CSRに関わる国際的ガイドライン
　企業の大規模化，市場のグローバル化，ない
し経営の多角化が進むなかで，CSR に関する国
際的な合意形成が急務となっている。これまで
に CSR（Corporate Social Responsibility）に関
わる国際的ガイドライン，ガイダンスは，数多く
公表されており，代表的なガイドライン・ガイ
ダンスを挙げれば，経済協力開発機構（OECD：
Organisation for Economic Co-operation 
and Development）「多国籍企業ガイドライ
ン（Guidelines for Multinational Enterprises）」
（1976，1979，1984，1991，2000，2011）， 国
連（United Nations）「グローバル・コンパク
ト原則（The United Nations Global Compact）」
（2000，2004），GRI（Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ レポーティング ガイドライ
ン（Sustainability Reporting Guidelines）」（2000，
2002，2006，2013），コー円卓会議（CRT：Caux 
Round Table）「企業行動指針（Principles For 
Business）」（1994，2009），国際標準化機構（ISO：
International Organization for Standardization）
「ISO26000」（2010），AccountAbility「AA1000
シリーズ（AA1000series）」（1999，2003，2005，
2008，2011），British Standards Institution，
Forum for the Future，AccountAbility「SIGMA
ガ イ ド ラ イ ン（The SIGMA Guidelines）」
（2003），ソーシャル・アカウンタビリティ・イ
ンターナショナル（SAI：Social Accountability 
International）SAI：Social Accountability 
International）「SA8000」（1997，2001，2008），
欧 州 委 員 会（European Commission）「Green 
Paper」（2001），「White Paper」（2002）といっ
たものがある。また，新たな展開として IIRC 
（International Integrated Reporting Committee）
の提唱する統合報告（Integrated Reporting）が
国際的に進展している。わが国では，経済団体
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連合会（以下，経団連）「企業行動憲章」（1991，
1996，2002，2004，2010），経済同友会「市場の
進化」などの指針が広く社会に示されている。
　これらのガイドライン・ガイダンスは，規準，
行動規範，保証基準，マネジメントシステム，情
報開示に関する標準であり，その多くは，繰り返
し改定がなされている。また，各ガイドライン・
ガイダンスは，オーバーラップする点も多く，そ
の点が一応のところ国際合意が得られている部分
となろう。
　CSR に関わるガイドライン・ガイダンスには
法的な拘束力がなく，組織の自主的な取り組みを
促すものであるが，わが国企業の多くは，国際的
動向に対応すべく，これらのガイドライン・ガイ
ダンスを複数組み合わせて，例えば，経営理念，
基本計画，中長期計画・目標の策定，行動憲章の
策定，CSR経営，CSR活動推進，報告書作成（情
報開示）などとあらゆる場面で活用している 1）。
　とりわけ海外拠点を多くもつ企業や先進的な経
営会計技法を実践する企業では，ガイドライン・
ガイダンスの改定に敏感に反応し，スピーディに
実務に取り入れるのである。
　また，グループ企業では，国内外のガイドライ
ン・ガイダンスに歩調をあわせつつも，独自の
システムやガイドラインを構築し，展開している
事例も確認される。グループ全体において，CSR
行動憲章の策定，CSR マネジメントシステムの
構築や報告書作成のガイドラインなど，独自のシ
ステムやガイドラインを構築し，グループ全体で
実践しているのである。
1.2.　わが国におけるCSR報告書の普及とCSR
会計
　CSR 会計といった場合，CSR をどのように解
釈するかにより，その役割は異なる。例えば，伝
統的に CSR を捉えるならば，企業と社会との関
係を捉える視点から，企業活動が社会に与えるプ
ラスの効果とマイナスの効果を突き合わせた社会
的効果を可能な限り定量的に測定する体系となる。
　また，UTC社アニュアルレポート 2），Kramer，
Porter「CSV：Creating Shared Value（共通価
値創造）」，経済同友会「市場の進化」などの主張
のように CSR を戦略的に捉えるならば，CSR と
収益性のリンケージ，サステナビリティとビジネ
スモデル，ESG（Environmental， Social， and 
Governance）情報の有用性といったことを明ら
かにすることが課題となり，CSR 活動と業績を
関連視した体系となろう。したがって，CSR を
いかに捉えるかにより，測定ポイントやディスク
ローズ内容が異なるのである。
　では，企業実践においては，どのように CSR
活動の効果ないし実績を定量的に測定・把握し，
ディスクローズしているのであろうか。本稿では，
組織の CSR の取り組みを文書化し，外部にディ
スクローズされる CSR 報告書等を手がかりとし
て，どのように CSR 情報が定量化されているの
かを探った。
　なお，CSR 報告書は，ボランタリー報告書の
うち，わが国において最も普及する報告書である。
営利企業，地方自治体，生活協同組合，大学法
人，独立行政法人を含む組織体が公表する PDF
ファイル形式のボランタリー報告書 3）（対象期間：
1994年～2011年，組織総数：1,226組織，総冊数：
7,733 冊）の基礎調査では，クラスタリングした
6つのボランタリー報告書のうち，CSR報告書の
発行数が最大であり，CSR 報告書と「アニュア
ルレポート」4）だけが増加傾向にある結果が基礎
調査から得られている。「環境報告書」，「RC報
告書」，「環境・社会報告書」，「持続可能性報告
書」については，減少傾向にある。
　本稿では，総冊数 7,733 冊のボランタリー報告
書に対して，「CSR 会計」，「CSR 指標」をキー
ワードに検索・抽出をおこなった 5）。抽出の意図
は，どの程度の企業が CSR 活動について意識的
に定量的かつ体系的にディスクローズしているか
を探るものである。その結果，1994 年から 2011
年の間で実践する企業数は，わずか 19 社であっ
た。業種別構成を示せば，医薬品（4），小売業（3），
食料品（3），保険業（2），電気・ガス業（1），そ
の他製品（1），建設業（1），繊維製品（1），電気
機器（1），化学（1），その他金融業（1）となる。
　もちろん，「CSR 会計（ないし CSR 指標）」の
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枠組み以外での定量的開示例は報告書内に散見
するが，それらの情報の多くは，定性的な情報
であり，CSR 報告書が広く普及・定着しながら
も，活動，実績およびその効果を定量的に測定し，
CSR 活動全体を把握する体系にまでに至ってい
ないのが現状である。
2.　CSR会計の類型
　CSR 指標（CSR 会計）を公表する実践例は，
サンプル数が少ないものの，多様な類型を確認す
ることができる。郡司（2004a）は，CSR 会計の
類型を「総収益分配計算書型」，「費用対効果計算
書型」，および「付加価値計算書型」の 3つに類
型化している。その類型を参考に，新たな実践例
を加えた類型を以下に示す。
　・付加価値分配アプローチ
　・活動コストアプローチ
　・KPI アプローチ
　・個別アプローチ
2.1.　付加価値分配アプローチ
　分配構造からみた付加価値は，ひとつの企業で
新たに生み出した価値（付加価値）がどの程度あ
り，それがどのように分配（社会還元）されてい
るかを金額や割合（%）で示したアプローチであ
る。これは，郡司（2004a）の示す，付加価値計
算書型にあたる。
　生産構造からみた付加価値算定式（控除法）は，
収益から外部購入価値を差し引いて計算され，分
配構造からみた付加価値算定式（加算法）は，基
本的に「従業員」，「役員」，「株主」，「債権者」，
「国・地方自治体」，「社会」，「内部留保」などの
分配額の累計を計算する。理論上，どちらの方式
を採用しても，付加価値の数値は一致する。
　わが国における付加価値研究は，1970 年代か
ら 1980 年代に遡ることができる。当時の付加価
値研究は，わが国企業への普及に向けた理論研究
と諸外国（とりわけフランス・ドイツ）における
実証研究を主としていた。その内容は，生産構造
と分配構造の 2つの側面から社会的成果を探るも
のであり，そのルーツは生産性会計ないし企業の
社会的責任論にある。
　山上（1981）は，「付加価値指標は，『社会と企
業』を結ぶ媒介環であり，『全体と個別』の接点
にある指標であり，また他方，個々の企業におい
て『生産と分配』の結節点を成すものである」6）
と付加価値の意義を示す。
　また付加価値計算書には，伝統的付加価値計算
書に加え，「環境会計と付加価値」ないし「付加
価値と環境負荷」の議論のなかで発展した環境付
加価値計算書がある。環境付加価値計算書は，社
会関連会計領域において古くから考究された付加
価値研究を継承するものであり，付加価値思考と
環境思考を結合した計算書である。環境付加価値
計算書の先行研究を挙げれば，上妻（1993），山
上（1996，1994）， 郡 司（1997，2004b，2004c）
などがある。
　環境付加価値計算書は，付加価値を軸に社会的
利益を把握する点に狙いがある。山上（1994）は，
環境付加価値計算書について，「『付加価値』を出
発数値として，それに『環境に与えたマイナス効
果』と『環境保全の支出』を加減して，伝統的会
計システムとの統合をはかったもの」7）としてそ
の重要性を示唆している。したがって環境付加価
値計算書の目指すところは，環境への悪影響を考
慮した社会的純利益の計算にある。CSR 指標の
実践例（付加価値分配アプローチ）では，環境付
加価値計算書に近く，環境思考が強調されている
ことが多い。
　事例 1（図 1）では，左側の棒グラフに控除法
による付加価値計算の概形が示され，右側の円グ
ラフには，分配構造が示されている。環境保全コ
ストは，控除項目に含まれている。これについて
はもう一つの解釈があり，企業が「環境」に費や
したコストを社会貢献として捉え，「分配」に加
える解釈である。しかし環境保全コストは，通常
コストと厳密に按分することが難しいケースが多
い。
　類似した事例として，収支計算書タイプがある。
収支計算書タイプでは，生産構造からの付加価値
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は算定されず，「支出の部」において付加価値の
分配を意識して区分された支出の内訳を示すタイ
プである。これは，郡司（2004a）の示す，総収
益分配計算書型にあたり，表 1の事例について詳
しい考察がなされている。
　付加価値指標は，CSR 経営の進展と社会的
ニーズのバランスを調整するものであり，付加価
値指標を考究することは，現代的にも極めて意義
がある。しかしながら付加価値指標を検討するに
あたり，計算構造上，課題が山積している。
　付加価値指標の計算方式は多数あり，計算構造
上，環境コスト，環境保全コストおよび社会コス
トを明確に按分する問題や減価償却費（粗付加価
値と純付加価値）の問題等，統一化された指標が
ない。したがって企業間比較が困難な状況にある。
また，環境の側面をどのように付加価値指標上に
表面化させるかも課題である。
2.2.　活動コストアプローチ
　活動コストアプローチは，CSR 活動に費やし
たコストとその内容および効果についてステイク
ホルダーごと（ないし領域ごと）に明示するアプ
ローチである。これは，郡司（2004a）の示す費
用対効果計算書型にあたり，表 1の事例を挙げな
がら詳しい考察がなされている。
　事例 1（表 2）は，ステイクホルダー別にどの
程度のコストを費やし，その結果どのような効果
が得られたかを測定する計算書である。ここでは，
ステイクホルダーを広義に捉え，それぞれのステ
イクホルダーの情報ニーズへの対応がとられてい
る。
　これに類似する事例として，環境省型環境会計
システムの延長線上に CSR 関連指標を結合した
ものであり，CSR 活動にかかる費用対効果（貨
幣単位・物量単位）を示した形式である（表 3）。
　CSR 活動コストを出資者の原資として捉える
図 1　付加価値分配アプローチ事例 1「経済的付加価値の分配」
表 1　付加価値分配アプローチ事例 2「CSR会計」
100,000
80,000
60,000
40,000
20,000
従業員
人件費 328 億円
3億円
1,723 億円
218 億円
役員
役員報酬
取引先（仕入先）
原材料費・商品仕入高
取引先（物流委託先）
運搬費
合 計
行政
租税公課・法人税（調整額含む） 37 億円
18 億円
452 億円
2億円
2,781 億円 合　　　計 2,781 億円
株主
配当金
その他
その他費用
企業内部
社内留保の増加額
0
（百万円）
（出所）T社（医薬品製造）（2011）。
（出所）K社（文具・事務器機製造）（2004）。
その他の収入
695
売上高
収入 支出
経済的・
付加価値
その他の
費用・損失
929
業務上必要な
支払い
経済的付加価値の分配
国・地方自治体
従業員
役員
社会
株主
債権者
内部留保
2％1％
1％
支出の部
お客様
売上高 2,735 億円
16 億円
30 億円
取引先
不動産収入
その他，金融機関など
その他の営業外収益・
特別利益
収入の部
環境保全コスト989百万円
94,778
38,789
55,755
23％
11％
21％
41％
・・・
・・・
・・・
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表 2　活動コストアプローチ事例 1「CSR会計」
お客様
株主
お取引先
社員
社会
合計
ステークホルダー 主要なテーマ 金額（千円）
商品開発
品質保証
2,034,321
52,160
154,374
1,725,519
2,003,806
5,970,180
お客様満足を第一に考え，安心で安全な製品を市場に送りだ
します。
当社から積極的に情報発信するとともに，お客様に広くご意
見を求め，双方向のコミュニケーションを重視しています。
持続的な事業成長により企業価値を向上させ，公正な情報開
示を行うことで株主様の利益還元につなげます。
サプライヤー各社との Win -Win の関係を保ちながら，徹底
した品質管理に取り組んでいます。
全社員が，公私ともに充実した生活を送れるように，働きや
すい職場づくりと実用的な人事制度を整備します。
リーダーとして会社を牽引し，グローバルで活躍できる人材
を育成します。
使い捨てビジネスモデルの改善を目指し，資源節約と環境負
荷削減に全グループで取り組んでいきます。
社会全体の幸福を実現するために，社会や地域に密着した貢
献活動を国内外で展開していきます。
労働環境
人材育成
環境活動
社会貢献
お客様とのコミュ
ニケーション
株主とのコミュニ
ケーション
サプライチェーン
の取り組み強化
（出所）U社（化学）（2004）一部修正。
表 3　活動コストアプローチ事例 2「CSR会計計算書」
環境保全
活動
社会貢献・
福祉活動
寄付活動に関するコスト 寄付活動に関する効果
倫理・コンプ
ライアンス
活動
CSR関連コスト CSR関連効果
内部効果 外部効果
2004
年度
2003
年度
その他
効 果
経済効果
*1546538－02564572
施設等の提供に関するコスト 施設等の提供に関する効果 －66－4639353411
共通コスト 5951
小計▶ 小計▶ －673663－47401,1321,178
社会貢献活動と支援活動に
関するコスト
社会貢献活動と支援活動に
関する効果
*2, *3121119－－－156144
事業エリア内コスト 事業エリア内コストに対応
する効果
*8, *9－－－48292161144
上・下流コスト 上・下流コストに対応する
効果
*10, *11194140－71713,1604,421
法令等遵守活動コスト 法令等遵守活動効果 －－－*41212890424
モニタリングコスト モニタリング効果 －－－*6－－418354
商品・サービス提供コスト 商品・サービス提供効果 *7－－－147165232207
管理活動コスト その他の環境保全効果 *12－－－－－
小計▶ －194140－119363
10785
研究開発コスト 137
社会活動コスト 4724
共通コスト 2－
小計▶ 3,4904,681
小計▶ 小計▶ －－－－1591772,0821,456
情報・コミュニケーション
コスト（教育・研修コスト）
情報・コミュニケーション
効果（教育・研修コスト）
－－－*5－－543472
2004
年度
2003
年度
2004
年度
2003
年度
その他
効 果
経済効果
CSR会計計算書 単位：百万円
（出所）M社（保険）（2005）。
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ならば，費用対効果を測定し，外部にディスク
ローズすることに一定の意義がある。しかし活動
コストアプローチは，財務的持分のあるステイク
ホルダーに限定した情報である。
2.3.　KPI アプローチ
　KPI（Key Performance Indicators）アプロー
チは，CSR 経営における重要事項（目標と実績）
について，視覚的かつ効果的に情報利用者に開示
するアプローチである。KPI アプローチは，欧米
企業で先行している手法であり，指標単位は，%，
回数，歳，年，人数，時間，t，t-CO2，kwh，J，
m3 などバリエーションに富んだ物量単位が用い
られる。またKPI 指標は，絶対値と複数の指標
を対比させる相対値が用いられる。
21. 2%（20 円）
表 4　KPI アプローチ事例 1「CSR指標」
お客様
株主
お取引
業者様
従業員
地域・社会
環境
対象 範囲 項目
2007 年度
目標・方針
2008 年度
目標・方針
結果 評価
（出所）W社（外食）（2008）一部修正・省略。
客数 36,509 千人 ×
アンケート満足度 － ×
分煙対応店舗 新規店舗 9店 〇
有機・特栽納入比率 33.2% ×
有機加工物の使用 763t 〇
添加物の削減 678kg ×
配当 〇
株主数 65,907 人 －
発行済株式総数 41,668,280 株 －
個人株主の持株数比率 30.7% －
環境への取り組み説明 7社 〇
有機農業生産者との交流を開催 130 名 〇
社員数 364 人 ×
パート・アルバイト数 10,587 人 －
女性社員比率 31.5% －
グループ障害者雇用比率 1.8% 〇
理念研修参加率 100％ 〇
ボランティア参加人数 1,685 人 ×
1店舗あたりCO2 排出量 112t-CO2 〇
1 店舗あたり水道使用量 4.2 千 m3 ×
1 店舗あたり廃棄物排出量 20.3t ×
1 店舗あたり電気使用量 23.9 万 kWh 〇
全廃棄物リサイクル率 33.9% ×
食品廃棄物リサイクル率 24.4% ×
表 5　KPI アプローチ事例 2「CSR指標」
（出所）S社（小売）（2008）をもとに作成。
売上高（百万円）
店舗数（店）
従業員数（人）
パート比率
正社員平均勤続年数
女性管理職比率
障がい者雇用率
育児休職取得者数（人）
労働災害度数率
労働災害強度率
CO2 排出量（t-CO2）
廃棄物（t）
食品廃棄物のリサイクル率
2,574,306
12,034
11,671
54.6%
7 年 6 カ月
0.5%
27（0）
2.39
0.008
902,471
308,752（46.9％）
18.1％
2.1％
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　CSR におけるKPI とは，環境省「環境報告ガ
イドライン 2012 年」に従えば，「CSR 経営にお
ける重要課題について，取組状況や関連する事
業活動の経過，業績，現況を効果的に計測でき
るような定量的指標」8）と定義することができる。
KPI の果たす役割は，膨大な CSR 情報のなかか
ら重要項目を抽出し，CSR 経営の概況として利
害関係者に伝達することにある。
　事例 1（表 4）は，連結ベースの財務KPI 情報
（売上，経常損益，ROC，その他店舗数，ホーム
数，農場面積など）とともに，顧客，株主，取引
業者，従業員，地域・社会，環境の領域に区分し
てそれぞれのKPI 項目，目標・方針，実績値お
よび評価を示している。
　事例 2（表 5）は，「財務指標」，「環境」，「社会
（雇用）」の 3つの領域において特に重要項目であ
る指標を特定し，CSR 活動のレビューを定量的
に示している事例である。また CSR 指標は，全
ての項目について，主要事業会社ごとに開示して
いる。
　事例 3（図 2）「CSR 指標」は，欧米企業（特
に多国籍企業）で先行する典型例である。その他，
コンプライアンスの推進と人権の尊重，および人
間成長を目指した企業経営の項目を設けて定量的
に示している。
2.4.　個別アプローチ
　個別アプローチは，多岐にわたる CSR 領域の
うち，特定領域を強調して開示するアプローチで
ある。
　例えば，「労働」にターゲットを置いたCSR指
標として（表 6），「従業員構成」，「平均勤続年数」，
「平均年齢」，「退職率」，「時間外労働時間」，「育
児・介護休暇利用実績」，「有期雇用人数」，「労働
図 2　KPI アプローチ事例 3「CSR指標」
（出所）O社（ガス）（2010）一部修正。
お客さま価値の
創造
環境との調和と
接続可能な
社会への貢献
社会との
コミュニケーションと
社会貢献
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
お客さま満足度調査：
総合満足度
環境経営指標：
環境経営効率
コミュニケーション機会の接点数と実施回数：
％以上 ％82
お客さま数の
1％以上、
365回以上
お客さま数の
1.3％以上、
約900回
89.2
円/千m3以下 円/千m391 77
サービス品質の向上を目指して実施している
「お客さま満足度調査では、2011 年度までの指標を上回る水準の
ご評価をいただきました。
CO2 排出量と掘削土処分量の削減によって、環境経営効率が
向上しました。
約 900 回のコミュニケーション機会を通して、
延べ約 9万人（お客さま数の 1.3％）の方々と接点を持ちました。
2011 年度までの目標 2009 年度の実績
2011 年度までの目標 2009 年度の実績
2011 年度までの目標 2009 年度の実績
評価
向上
効率
アップ
接点
拡大
●総合満足度（％）
●接点数のお客さま数に
しめる（％）
●環境経営効率（円/千m3）
82 以上
2011
目標
2009
実績
89.2
91 以下
77
1 以上
1.3
（年度）
2011
目標
2009
実績
（年度）
2011
目標
2009
実績
（年度）
『和光経済』第 47 巻第 1号54
管理情報」，「福利厚生制度」，「教育」などを定量
的に示している。労働慣行に関する情報ついては，
CSR 指標ないし CSR 会計と明記していないもの
の，CSR 報告書のなかで開示している企業も少
なくない。
　「地域貢献活動」にターゲットを置くCSR指標
（図 3）では，「寄付」，「地域活性」，「文化」，「ス
ポーツ」，「福祉」，および「環境」を項目にして，
それぞれ金額で示している。
　CSR 指標は，CSR 活動の目標や重点ポイント
を客観的に理解することが可能である。また，定
量的に成果が示されることにより，ある程度の経
年的比較を可能とする。
3.　お わ り に
　CSR 報告書等に記載される情報の多くは，定
性的な情報であり，CSR 報告書等が広く普及し
ているにもかかわらず，活動，実績およびその
効果を定量的に測定し，体系的に開示するまでに
至っていないのが現状である。
　さらに本稿で 1,226 組織のなかから抽出した 19
社の実践例においては，企業と社会との接点に測
定ポイントを置く体系となっており，CSR 活動
項目とその実績値ないしコスト情報に集約される。
そこにおいては，現代において盛んに議論されて
いる戦略的 CSR 思考はなく，企業業績や企業価
値との連動性はみられないのである。
　戦略的に CSR を捉え，業績や価値との連動性
を企図するひとつの表れとして IIRC の提唱する
統合報告が進展していると考えられる。IIRC の
目指す統合報告書は，単にひとつの報告書に財務
情報と非財務情報が混在する報告書ではなく，財
務情報と非財務情報を有機的に結び付けて企業の
ビジネスパフォーマンスを表現する報告書である。
戦略，各系（財務，製造，人的資源，知的資源，
表 6　個別アプローチ事例 1「労働CSR指標」
（出所）繊維会社（2009）。
管理職
一般社員
計
4）退職者数
169
462
631
110
185
295
0
0
0
26
248
274
4）のうち定年退職者 4）のうち会社都合による退職者 4）のうち自己都合による退職者
男
女
計
育児休暇取得者数 介護休暇取得者数
50
135
185
41.0
37.2
40.2（平均）
14.8
10.8
14.1（平均）
2
7
9
平均年齢 平均勤続年数
男
女
計
1）正社員
11,634
2,256
9,378
2,616
93
2,523
2,273
1,292
981 201
72
273
433
146
579
1）のうち管理職 2）臨時社員数 3）採用者数 3）のうち新卒採用
図 3　個別アプローチ事例 2「CSR会計」
（出所）食品製造会社（2011）。
※地域活性…企業広告
（プロモーション・環境啓発など含む）
●地域貢献活動費
寄付・育英会
5,647 千円（6％）
環境
7,505 千円（8％）
福祉
654 千円（8％）
スポーツ
39,510 千円（40％）
寄付・育英会
6,925 千円（7％）
環境
5,954 千円（6％）
福祉
1,154 千円（1％）
スポーツ
35,038 千円（36％）
地域活性
37,734 千円（39％）
文化
5,764 千円（6％）
地域活性
44,357 千円（45％）
文化活動
4,614 千円（5％）
2009
96,814 千円
2010
98,042 千円
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環境資源，社会）の関連性，将来志向，ステイク
ホルダーへの対応，簡潔性・信頼性・重要性を基
本原則にその実績と展望を示すものである。報告
書の構成要素として，組織概要とビジネスモデル，
リスク・機会を含む事業状況，戦略の目的とそれ
を達成する戦略，ガバナンスと報酬，パフォーマ
ンス，および将来展望が挙げられている。
　今後は，戦略的 CSR，CSV 概念の敷衍と統合
報告の国際的展開を受けて，CSR 会計情報の測
定ポイントや情報開示のあり方などをめぐって研
究が進んでいくと思われる。
【注】
1）　拙著（2013）を参考。
2）　UTC 社はアニュアルレポートのなかで「企業の責任
（responsibility）と利益（profitability）は不可分である」
と主張する。なお，UTC社は世界的にもいちはやく統合報
告を導入する企業である。
3）　本稿で示すボランタリー報告書には，環境配慮促進法によ
り作成・公表が義務化されている国立大学法人および独立
行政法人も含む。
4）　本稿で示すアニュアルレポートとは，過去にCSR報告書等
の作成・公表の実績があり，それを取りやめてアニュアル
レポート等に一元化する報告書であり，その理由を何らか
のかたちで表明している報告書を指す。
5）　抽出にあたっては，Adobe Reader の高度検索機能を活用
した。
6）　山上（1981），p. 75。
7）　山上（1994），p. 128。
8）　環境省（2012），p. 30。
【参考文献】
環境省（2012）「環境報告ガイドライン 2012 年版」
環境省（2005）「環境報告書ガイドラインと GRI ガイドライン
併用の手引き」
グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワーク（http://
www.ungcjn.org）
郡司健（2004a）「環境・CSR 報告の現状と課題」，『企業情報学
研究』（大阪学院大学），第 4巻第 2号
郡司健（2004b）「付加価値会計と環境思考」，『企業情報学研究』
（大阪学院大学），第 3巻第 3号
郡司健（2004c）「環境報告・環境会計実務における付加価値の
適用」『企業情報学研究』（大阪学院大学），第 3巻第 3号
郡司健（1997）「環境情報開示と環境計算書―財務報告としての
環境付加価値計算書の可能性」，『社会関連会計研究』（日本
社会関連会計学会），第 9号
経済人コー円卓会議日本委員会（1994）『Principles For Business
―企業の行動指針』
経済同友会（2011）『グローバル時代の CSR ―変化する社会の
期待に応え、競争力を高める―』
経済同友会（2003）『第 15 回企業白書『市場の進化』と社会的
責任経営―企業の信頼構築と持続的な価値創造に向けて―』
上妻義直（1993）「オランダ BOS 社の環境計算書」，『社会関連
会計研究』，第 5号
シータス&ゼネラルプレス（2013）「CSR 報告書調査レポート
2012」
日本規格協会編，ISO／ SR国内委員会監修（2011）『ISO26000
―社会的責任に関する手引』日本規格協会
日本経済団体連合会（1991, 1996, 2002, 2004, 2010）『企業行動憲
章』（http://www.keidanren.or.jp）
日本社会関連会計学会スタディグループ研究（2013）『CSR 実
践の現状と将来―社会関連会計の視点から―』（第三章「CSR
ガイドライン・ガイダンスと企業実践」）
山上達人（1996）『環境会計の構築』，白桃書房
山上逹人（1994）「環境会計の体系化とその論点」『産業経理』
Vol. 54，No. 3
山上達人（1981）「付加価値と外部財務報告」『会計』第 119 巻
第 4号
湯田雅夫（2001）『ドイツ環境会計』，中央経済社
AccountAbility （2005, 2011）, AA1000SES (Stakeholder Engagement 
Standard).
AccountAbility （2008）, AA1000APS (AccountAbility Principles 
Standard).
AccountAbility （2003, 2008）, AA1000AS (Assurance Standard).
AccountAbility （1999）, AA1000 framework.
AccountAbility, the British Standards Institution, Forum for 
the Future（2003）, THE SIGMA GUIDELINES.
CERES （Coalition for Environmentally Responsible Economies） 
（1998）, 1997 CERES Report Standard Form.
Claes Hägg （1984）, The OECD Guidelines for Multinational 
Enterprises -A Critical Analysis, Journal of Business Ethics.
European Commission （2002）, Corporate Social Responsibility: A 
business contribution to Sustainable Development, White Paper.
European Commission （2001）, Promoting a European framework 
for corporate social responsibility, Green Paper.
GRI （2000, 2002, 2006, 2013）, Sustainability Reporting Guidelines.
GRI （2012）, G4 Development First Public Comment Period, Full 
Survey Report.
GRI （2012）, Second G4 Public Comment Period OVERVIEW, Draft 
paper.
International Auditing and Assurance Standards Board 
（2003, 2011）, ISAE3000 (International Standard on Assurance 
Engagements 3000): Assurance Engagements other than Audits or 
Reviews of Historical Financial Information.
International Integrated Reporting Committee （2012）, Draft 
Framework Outline, IIRC Paper.
International Integrated Reporting Committee （2011）, Towards 
Integrated Reporting- Communicating Value in the 21st Century, 
IIRC Paper.
International Organization for Standardization （2010）, ISO 
26000 project overview.
Michael E. Porter, Mark R. Kramer （2006）, Strategy and 
『和光経済』第 47 巻第 1号56
Society: The Link Between Competitive Advantage and 
Corporate Social Responsibility, Harvard Business Review.
Michael E. Porter, Mark R. Kramer （2006）, Creating Shared 
Value, Harvard Business Review.
OECD （1976）, Guidel ines  for  Multinational  Enterpri se s 
（Declaration）.
OECD （1979）, Guidelines for Multinational Enterprises （1st）, c 
（79） 145 （Review Report）.
OECD（1982）, Guidelines for Multinational Enterprises （Mid-term 
Report）.
OECD （1984）, Guidelines for Multinational Enterprises （2nd）.
OECD （1991）, Guidelines for Multinational Enterprises （3rd）.
OECD （2000）, Guidelines for Multinational Enterprises （4th）.
OECD （2012）, Guidelines for Multinational Enterprises （5th）.
OECD （2005）, Environment and the OECD Guidelines for 
Multinational Enterprises CORPORATE TOOLS AND 
APPROACHES.
Socia l  Accountabi l i ty International （2008）, SOCIAL 
ACCOUNTABILITY 8000 (SA8000), 2nd.
（翻訳書：『SOCIAL ACCOUNTABILITY 8000』，株式会社
あらたサステナビリティ）
The Caux Round Table （2009）, PRINCIPLES FOR RESPONSIBLE 
BUSINESS.
The United Nations （2000, 2004）, Global Compact.
UTC （2009）, 2008 Financial and Corporate Responsibility 
Performance, titled “More with less” Annual Report.
その他，国内外の多数のボランタリー報告書
（2014 年 6 月 2 日　受稿）2014 年 6 月 19 日　受理
